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１. はじめに：問題の所在と本稿の目的











































石 井 大 輔
(総合文化学科)
“Right of Reproduction” in School Library Materials：Considering the Issue of the Similarity of
Functions Between School Libraries and Public Libraries in Copyright Law
Daisuke ISHII









なお､ ｢学校図書館｣ とは､ 学校図書館法 (昭和
二十八年法律第百八十五号) の２条に規定される図


































その目録を整備すること｡｣ (２号)､ ｢読書会､ 研究
会､ 鑑賞会､ 映写会､ 資料展示会等を行うこと｡｣
(３号)､ ｢図書館資料の利用その他学校図書館の利
用に関し､ 児童又は生徒に対し指導を行うこと｡｣












心等を呼び起こし､ 豊かな心や人間性､ 教養､ 創造
力等を育む｣ ２)とされる｡ ｢学習センター機能｣ お










確かめ､ 広げ､ 深める､ 資料を集めて､ 読み取り､
自分の考えをまとめて発表するなど､ 児童生徒の主































しない｡ 事実､ 著作権法において ｢学校図書館｣ の
語を全文検索しても合致する箇所はない５)｡ 他に
































規定され､ 含まれる図書館等には､ 公共図書館 (１









化庁長官が指定するもの (６号) となる｡ これら図
書館等の対象であれば､ 図書館専門職である司書等
の配置を条件に､ 著作権法31条における複写サービ































備であり､ 少なくとも ｢授業｣ に関わる範囲におい
て著作権法の関係条項を適用できる｡
著作権法35条は､ ① ｢学校その他の教育機関｣ で





















































































は ｢授業｣ に当たらず､ 35条の適用外となる｡ 例え
ば､ 授業外での児童生徒による自主的な学習､ 放課
後の自習､ 部活動､ 教職員による自主的な研究活動






















１号) とあるが､ ここで言われる ｢公衆｣ には､ 特



























































与すること｣ である｡ すなわち､ 図書館法と著作権
法はともに ｢文化の発展｣ という目的を共有してい
る｡























するサービスは､ 多くの場面でこの ｢例外｣ に該当













の中に探ると､ ｢教育を受ける者が､ […] 自ら進ん
で学習に取り組む意欲を高めることを重視して行わ
































































































と｡｣ (２号) が規定されており､ 適切な書誌コント
ロールが行われなければならないことが法的に定め




















































































第３章 ｢第５節 教育課程実施上の配慮事項｣ の























































８) 菅野政孝, 大谷卓史, 山本順一 『メディアと
ICTの知的財産権』 共立出版 (2012年) , p.104
９) 加戸守行 『著作権法逐条解説 ６訂新版』 著作
権情報センター (2014年) , p.283























































パス研究紀要』 54号 (2016年) ,pp.97-109
16) 塩澤一洋 ｢公表支援のフレームワークとしての










｢第１章 総則｣ ｢第４ 指導計画の作成等に
当たって配慮すべき事項｣ に言及される｡



















21) 前掲､ ｢小学校学習指導要領｣ (2017年３月)




める｣ (２項) と明示されている｡ そして､ 社会
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